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国際自由権規約の「選択議定書」の批准、

および人権関連条約とILO条約の批准を求める第9次（2004年度）要請書

　1998年10月の自由権規約（市民的及び政治的権利に関する国際規約）による審査、2001年8月の社会権規約（経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約）による審査と、国連の規約人権委員会において日本政府の報告書が相次いで審査され、各委員会によって「最終見解」が発表されています。
とくに社会権規約については、国際人権活動日本員会、全労連、自由法曹団など5団体の呼びかけによって審査を実効あるものにするために、「カウンターレポートを作成するための懇談会」を組織し、31団体・2個人のレポートを作成・提出しました。その結果、「最終見解」では、23項目の「主要な懸念事項」のうち、男女差別など8項目、31項目の「提言及び勧告」では、阪神・淡路大震災の被災者支援など10項目が取り上げられ、「最終見解」の全体の3分の１に引用されました。しかし、日本政府は、この「最終見解」に対して、「各省庁の意見」として反論する文書を提出しています。これら条約の最終見解に対して反論を加えるなど、おそらく日本が世界ではじめてでしょう。また、自由権規約の第5回政府定期報告書の提出が2002年10月末と義務づけられていましたが、いまだに報告書が提出されていません。外務省では2004年の4月を目標にしているといっています。
選択議定書が批准されれば、人権を侵害された個人が自由権規約委員会に救済申し立てをすることが可能になります。国際的には自由権規約批准国のうち104ヵ国（2003年7月現在）が批准しています。

日本は経済大国でありながら国連の人権関連国際条約も、ILOの条約についても、批准条約数はまだまだ少数ですし、労働時間に関する条約の批准はゼロです。

私たちは、国際的な人権の基準である国連人権関連条約とILO条約の批准の促進を強く要請するとともに、日本の労働者、国民すべての人権が保証されるよう、下記の事項を要請いたします。
記

1.　人権救済条約、国際自由権規約選択議定書を速やかに批准すること。
2． 時効不適用条約など未批准の人権関連国際条約を早期に批准すること。
3. 「公契約における労働条項に関する条約」（第94号）および「雇用及び職業についての差別待遇に関する条約」（第111号）をはじめ、労働者の地位の向上にかかわる未批准のILO条約を早期に批准すること。

4.  国際自由権規約に基づく第3回、第4回日本政府報告書を審査後の国連の「最終見解」、また、国際社会権規約に基づく第2回日本政府報告書審査後の国連の「最終見解」によって懸念が表明され、勧告された諸問題の解決のために、関係機関や企業を指導し、また、法令の改正や制度の改善など必要な措置をとること。
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